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各社の経理・法人税務に携わる未経験者から一通り学習した方を対象に、法人税の基礎から応用

までの事項について、正しい知識を身につけていただけるようわかりやすく解説するものです。 

また、財務・経理・税務部門以外の方々やさらなるステップアップを考えている方々にも、最適な講

座となっておりますので、是非、この機会に他部門の方へもお声掛け頂ければ大変有難く存じます。 

※ お申込み検討時の参考として、次ページの 【法人税基礎講座のご紹介】 も併せてご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜講座の内容＞ 
                               

参加ご希望の方は別紙申込書にご記入の上、租研事務局へご返送願います。 

お申込みいただいた方には別途教材費振込についてのご案内をご郵送させていただきます（教材は、

当日会場でお渡しいたします）。 

この場合、恐縮でございますが、①お振込みは ７月１日（月）まで、②振込手数料は貴社にてご負担下

さいますようお願い申し上げます。 

なお、個人会員の皆様の場合、ご本人１名のみ（代理も可能）会員料金適用となり、2 人目より非会員

受講料（50,000 円）を申し受けます。 

 

 

 主な内容（予定）  主な内容（予定） 

第1回 ・租税の意義 

・法人税の位置づけ 

・法人税の意義 

・法人税の納税義務者 

・申告 

・各事業年度の所得の金額 

(決算利益と所得の金額) 

第5回 ・益金の額の計算 

・損金の額の計算 

・グループ法人税制 

・連結納税制度 

・国税の調査 

第2回 第6回 

第3回 第7回 

第4回 第8回 

法人税基礎講座 開催のお知らせ 

＜日時＞ 

７月 ５日（金）、７月 ９日（火）、７月 12 日（金）、 

７月 16 日（火）、７月 19 日（金）、７月 23 日（火）、

７月 26 日（金）、７月 30 日（火） 

午後５時３０分～７時３０分 

＜場所＞ 

日本工業倶楽部 ４階 第４会議室 他 

（千代田区丸の内１－４－６） 

＜講師＞ 

税理士 木村 直人 氏 

 
国税庁調査査察部調査課主査、 

税務大学校研究部主任教授、 

東京国税不服審判所部長審判官、

芝税務署長を経て、現在税理士 

教 材 費：  【租研会員料金】 １名につき全 8 回分で 20,000 円 

    ☆ 会員サービスの一環として同種社外講座に比し、圧倒的にリーズナブル！ 

申込締切：  令和元年６月２０日（木） 但し定員になり次第締め切らせていただきます。 



 

 

今年も、東京会場と関西会場で 7 月に開催いたします。 

お申込み検討時の参考として、本講座の特長と昨年の受講者からの声をご紹介いたします！ 

＜本講座の特長＞ 

① 元国税庁職員であり、実務経験豊富な税理士の講師がわかりやすく解説。 

② 両会場ともにオリジナルのテキストを使用。 

～東京会場では、法人税全体を網羅的に学習し、設例を交えながら進めてい

く事で法人税の基礎から応用までを学習。一通り学習した方の振り返りや

さらなるステップアップを考えている方にも最適。 

～関西会場では、たくさんの事例・判例の解説を行う事で法人税の基礎を学

習。はじめて勉強される方、新しく経理部門に配属された方に最適。 

③ 受講料が、1 名につき、全 8 回の講義で 20,000 円（租研会員料金）と破

格な料金設定。 

 

＜受講者からの声（東京）＞        ＜受講者からの声（関西）＞ 

 

 

 

 

 

 

昨年は 84名の方に受講いただきましたが、今年は 100名の方に受講いただけるよう力を入れ

て準備を進めておりますので、ぜひご検討いただければ幸いです。 

 

 

 法人税法の構造と申告書体系が明らかにされて

いて、受講して有益だった。 

 別表を参照しながらの説明が分かりやすい。 

 別表の仕組みがよく分かった。 

 幅広く税務について学べて、多くの知識を身に

つけることができた。 

 実務につながる内容が多いので、すごく価値が

あった。 

 具体例を交えた講義で、理解が深まった。先生

の他の講座もぜひ受講したい。 

 事例が多く、分かりやすかった。話が面白く、

余談も楽しかった。 

 難しいテーマをかみ砕いて説明いただき、非常

に分かりやすかった。 

 課税庁側、納税者側両方の視点からのお話を聞

けたのは、貴重でした。 

法人税基礎講座のご紹介 

High 
Quality 

Low 
Cost 

照会先：事業部 和氣(ワキ) TEL：０3-6206-3945 Email：j-tax-as@soken.or.jp 
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＜別 紙＞ 

 

公益社団法人日本租税研究協会 

E-mail: j-tax-as@soken.or.jp 

FAX No: ０３－６２０６－３９４７ 行 

 

 

 法人税基礎講座申込書  

 

 

貴社名： 

 

 

ご所属： 

 

 

フリガナ 

貴 名： 

 

 

ＴＥＬ： 

 

 

ＦＡＸ： 

 

 

E-mail： 

 

 

ご住所 〒 

（請求書送付先）： 

 


